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衆議院環境委員会ニュース 

平成 25.11.29 第 185 回国会第５号 

 

11 月 29 日（金）、第５回の委員会が開かれました。 

 

１ 環境の基本施策に関する件 

・気候変動枠組条約第 19 回締約国会議及び京都議定書第９回締約国会合の結果について、石原環境大臣から報告を聴

取しました。 

・石原環境大臣、浜田復興副大臣、北川環境副大臣、井上環境副大臣、牧原環境大臣政務官、田中原子力規制委員会委

員長及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

（質疑者及び主な質疑内容） 

斉 藤 鉄 夫君（公明） 

・2020 年までに我が国の温室効果ガス排出量を 2005 年

度比で 3.8%削減するという目標（以下「2020 年目標」

という。）の決定に際し、政府内でどのような議論があ

ったのか。また、この数値目標に対して国際社会の理

解は得られたのか。 

・二国間クレジット制度（ＪＣＭ）は 2020 年以降の新た

な枠組みにおいて重要な位置を占めると考えるが、こ

の制度を新たな枠組みに組み込んでいくことについて

石原環境大臣の決意を伺いたい。 

 

うえの 賢一郎君（自民） 

・2020 年以降の新たな枠組みの形成に当たっては、我が

国として京都議定書の評価を再度行い、枠組みづくり

に活かしていく必要があると考えるが、同議定書第一

約束期間の問題点について環境省の見解を伺いたい。 

・全ての国が参加する枠組みづくりに向け、我が国とし

て途上国にどのようなアプローチをとっていくのか、

環境省に伺いたい。 

 

吉 田   泉君（民主） 

・気候変動枠組条約第 19 回締約国会議（以下「ＣＯＰ19」

という。）において、我が国は途上国に対し、先進国

に期待されている額の約３分の１となる約 1 兆 6000

億円の支援を行うと表明した。国連気候変動枠組条約

事務局拠出金の各国負担金における我が国の分担率は

約 14％であることを考えると、この支援額は分不相応

と考えるが、額の算出根拠及び支援内容を伺いたい。 

・北海道襟裳岬周辺の絶滅危惧種に指定されているゼニ

ガタアザラシによるサケの定置網漁等の深刻な漁業被

害に関して、保護管理計画策定の進捗状況及び被害防

除方法の検討状況について伺いたい。 

・福島県内の放射性廃棄物等を貯蔵する中間貯蔵施設の

設置に際しては「30年以内に県外で最終処分するとし

た約束が反故にされないか」などの地元住民の懸念も

あるため、用地を国が買い取るのではなくて借り上げ

る方がよいとの意見があるが、井上環境副大臣の見解

を伺いたい。 

 

河 野 正 美君（維新） 

・2020 年目標の達成に向けた石原環境大臣の意気込みを

伺いたい。 

・鳩山元総理が表明した 2020 年までに温室効果ガス排出

量 1990 年比 25％削減という目標と比べて、2020 年目

標は大きく後退したとの報道もあるが、この指摘に対

する石原環境大臣の見解を伺いたい。 

 

松 野 頼 久君（維新） 

・昨年改正された動物の愛護及び管理に関する法律につ

いて、現在激変緩和措置により適用されていない「８

週齢規制」の施行時期について、環境省の見解を伺い

たい。 

・犬猫等販売業者からの引取りの拒否を自治体ができる

ようにするために、業者の登録情報を引取り窓口とな

る保健所等と共有できる仕組みを構築する必要性につ

いて、環境省の見解を伺いたい。 

・引き取った犬猫の収容施設について、収容中に死亡す

る犬猫をなくすため、譲渡を前提とした施設に改善す

る必要性について、環境省の見解を伺いたい。 

 

中 島 克 仁君（みんな） 

・2020 年目標についての各国の反応及び評価についての

石原環境大臣の見解を伺いたい。 

・世界文化遺産に登録された富士山の保全管理を推進す
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るため、自然公園法における規制を必要に応じて見直

していくべきと考えるが環境省の見解を伺いたい。 

 

小宮山 泰 子君（生活） 

・石原環境大臣は、2020 年目標を「野心的な目標」と表

現しているが、この具体的な意味を伺いたい。 

・世界全体の温室効果ガス排出量を削減するためには、

国際的に公平な指標及びルールを策定する必要がある

と考えるが、「攻めの地球温暖化外交戦略」を策定して

いる政府として、どのように国際社会に働きかけるの

か、北川環境副大臣に伺いたい。 

 

野 間   健君（無所属） 

・新規制基準に基づく原子力発電所の適合性審査におい

て、安全性の向上のために事業者が自主的に設置した

設備についても原子力規制委員会の許認可の対象とす

ることは、事業者の自主性を阻害する可能性があると

考えられるが、原子力規制庁の見解を伺いたい。 

・原子力規制委員会においては、各分野の担当委員の意

見が同委員会の決定となる傾向があるように思われる

が、田中原子力規制委員会委員長の見解を伺いたい。 


